
平成２７年３月３１日現在  (単位：円）

                    資産の部                     負債の部

（流動資産） 5,879,007,867 （流動負債） 2,197,034,528

現 金 643,604 買 掛 金 101,283,551

当 座 預 金 248,030 工 事 未 払 金 67,652,328

普 通 預 金 2,092,236,455 設 備 未 払 金 4,050,000

完 成 工 事 未 収 入 金 51,253,261 未 払 金 91,745,160

売 掛 金 92,867,526 未 払 消 費 税 63,793,191

住 宅 流 通 21,279,721 未 払 法 人 税 等 184,000,000

未 成 工 事 支 出 金 74,290 未 払 費 用 29,220,026

商 品 及 び 製 品 - 未 成 工 事 受 入 金 14,739,901

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 9,643,871 前 受 金 8,624,051

前 払 金 97,726,196 預 り 金 1,547,366,320

前 払 費 用 2,435,786 賞 与 引 当 金 84,560,000

預 け 金 3,176,408,869

未 収 入 金 282,753,222 （固定負債） 2,474,504,250

立 替 金 2,791,400 退 職 給 付 引 当 金 773,000

繰 延 税 金 資 産 52,951,955 長 期 預 り 金 2,473,731,250

貸 倒 引 当 金 △ 4,306,319

（固定資産） 243,336,255 負債合計 4,671,538,778

有形固定資産 43,751,409                    純資産の部

建 物 27,640,953 株 主 資 本 1,450,805,344

構 築 物 1,928,185 資 本 金 50,000,000

工 具 器 具 備 品 14,182,271 資 本 剰 余 金 -

資 本 準 備 金 -

その他資本剰余金 -

無形固定資産 50,255,214 利 益 剰 余 金 1,400,805,344

電 話 加 入 権 1,529,860 利 益 準 備 金 7,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 48,725,354 別 途 積 立 金 900,000,000

投資その他の資産 149,329,632 繰越利益剰余金 493,805,344

長 期 預 け 金 140,432,496 （うち当期純利益） 484,495,794

長 期 債 権 692,424 自 己 株 式 -

破 産 更 生 債 権 等 -

長 期 繰 延 税 金 資 産 8,523,408 評 価 ・ 換 算 差 額 等 -

貸 倒 引 当 金 △ 318,696 その他有価証券評価差額金 -

純資産合計 1,450,805,344

資産合計 6,122,344,122 負債・純資産合計 6,122,344,122

 貸 借 対 照 表 



個別注記表

重要な会計方針

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
       主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
       切下げの方法）。

２．有形固定資産の減価償却方法
（１）有形固定資産･･････････定額法
（２）無形固定資産･･････････定額法

３．引当金の計上基準
       貸倒引当金…売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
  　　    　　　　　　　 により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
 　　　　　　　　　　　　回収不能見込額を計上している。

       賞与引当金…従業員賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度に
       　　　　　　　　　負担すべき支給見込額を計上している。

       退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
　　　　　　　　　　　　　　　及び年金資産の見込額に基づいて計上している。

４．収益及び費用の計上の方法
　　完成工事高及び完成工事原価
　　工期のごく短いもの等については工事完成基準を適用し、その他の工事で
　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
　　工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を適用しております。

貸借対照表に関する注記

　　１．有形固定資産の減価償却累計額              12,464千円

    ２．関係会社に対する短期金銭債権　　3,196,305千円、同長期金銭債権　　      0円
    　　関係会社に対する短期金銭債務        20,795千円、同長期金銭債務　　6,119千円

（関係会社＝支配株主・子会社・関連会社）


